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日本における二つの危機
1人口減少
2東京一極集中・地域間格差
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このままでいけば、

日本はなくなる



出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2019）」 4
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2017年性、年齢別人口（総人口）を基準人口とし、
2017年における女性の年齢別出生率(合計特殊出生
率：1.43）、出生性比（104.9）および生命表による
死亡率（平均寿命男:81.09年，女:87.26年）が今後
一定とした場合の将来の人口。国際人口移動はゼロ
としている。
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将来人口推計
～ 仮に出生数・死亡数が今後一定で推移した場合の将来人口 ～

2180年
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将来の人口構成（推計）

出典：国立社会保障・人口問題研究所（2040年の人口ピラミッド画像） 5

● 2040年の推計（全国）



• しかも、特に地方では年寄りが年寄りを

介護する国になる



将来の人口構成（推計）

出典：厚生労働省 第2回「保健医療2035」策定懇談会資料（平成27年3月9日）

※「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月推計。国立社会保障・人口問題研究所）より作成 7

● 2040年の人口ピラミッド

＜秋田県（東北地方）＞＜大阪府（近畿地方）＞ ＜徳島県（四国地方）＞



家族構成の変化
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※ 表示単位未満は四捨五入のため内訳と合計が合わない年がある。

１世帯の人員

● 人口が減少する一方で、世帯数は増加

● 単身世帯は１,８４２万世帯となり、この２５年で約２倍に
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• こうした変化は、確実に地域をむしばんでいく
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孤立死の増加

10
出典：厚生労働省：人口動態統計から作成
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※孤立死、孤独死に法的定義がなく統計値がないため、「立会人のいない死亡者数」で代用
(「立会人のいない死亡」：死亡時に立会人がおらず 、死因が特定できないケースを指し、

孤立死であっても死亡原因が特定された場合は、当該数値から除かれる)
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H7を100とした
場合の推移

京都府
立会なし死亡者数

立会なし死亡推移

死亡者全体

● 平成７年から平成２７年で、孤立死は７．５倍に（死者数全体は１．４倍）【全国】
● 京都でも孤立死は増加傾向（平成７年→平成２７年 ： ５．５倍）



空き家の増加
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● 空き家は８４８．９万戸、空き家率は１３．６％となり過去最高
● この６０年で、空き家数は２０倍超、空き家率は６．８倍に

出典：総務省「平成30年住宅・土地統計調査」 図２ 空き家数及び空き家率の推移－全国（1958年～2018年）

※は、賃貸用に売却用を含む。



介護職員は大幅に不足
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出典：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」、厚生労働省「2025年に向けた介護人材にかかる受給推計」

● 介護従事職員は、2015年には2000年の約3.3倍の183万人

需給ギャップ37.7万人

介護分野の有効求人倍率
2016年
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地域間格差

• 東京一極集中とそれに伴う地方の過疎高齢
化の進行が人口減少をさらに加速する

• 約半分の市町村が20年後には「地方消滅可

能性都市」になるという事態を引き起こしてい
る。
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１人当たり県民所得

15

出典：内閣府経済社会総合研究所 県民経済計算（平成25年度）
※昭和３９年度分について、都道府県別人口は、総務省統計局の「我が国の推計人口」の補間補正人口を使用しており、

昭和４６年までは全県計に沖縄県は含まれていないため不明

（単位：千円／人）
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地方税収の格差

16出典：総務省HP 地方税に関する統計

円
住民１人当たりの

道府県税収入(平成26年度)
東京

197,360円

沖縄
76,956円

沖縄の
2.6倍!!



太平洋側と日本海側の格差

出典：県民人口 総務省 平成27年国勢調査、県民所得 内閣府 Ｈ25県民所得計算

県民所得上位(１～１０位）

県民所得下位(１～１０位）

県民人口上位(１～１０位）

県民人口下位(１～１０位）
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太平洋ベルト地帯

県民人口 県民所得



対策はなにか

• 1 出生率の向上対策

• 2 人手不足対策

• 3 格差是正と地域再生

• 4 地方自治体改革

• 5 常住人口を補う交流人口増対策

• この講演では3、4、5をメインにしたい



地方の再生
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地方の持てる可能性を最大限に発揮できる

政策が必要

⇓

地方創生



地域再生制度

21出典：内閣府資料



• 頑張る地方を応援する交付金を創設



地方創生関係交付金

23出典：内閣府資料



• 都市から地方へ､寄付によって税源を移譲



ふるさと納税

25出典：総務省HP



地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）

26出典：内閣府HP

※ 令和2年度税制改正要望で、適用期限の5年間の延長と、
税額控除割合の引上げ（3割→6割）等を要望中



• さらに積極的な地方居住を促進



28出典：内閣府資料

地方創生推進交付金による移住・起業・就業支援
～わくわく地方生活実現政策パッケージ～



• 政府機関も移転

• 企業の地方に移転する場合に特例税制を創設



政府関係機関の移転

30出典：まち・ひと・しごと創生本部HP 「第９回まち・ひと・しごと創生本部会合「政府関係機関移転基本方針(平成28年3月22日)」(概要)」
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■平成27年８月末 ４２道府県から、６９機関の誘致提案
■中央省庁の地方移転基本方針決定（H28.3.22創生本部決定）

■平成29年４月 文化庁地域文化創生本部設置
■平成29年７月 組織体制の大枠・移転場所・移転時期などが決定

・移転場所：京都府警察本部本館
・移転時期：遅くとも令和３年度中の本格移転を目指す
・本庁が京都に置かれ、長官・次長をはじめ約７割の職員（250人程度）が配置

⇒京都府において、新庁舎の整備に着手

文化庁の京都移転

文化政策の対象拡大着実に進む文化庁の機能強化

①文化芸術基本法の施行（平成29年6月23日）
・ 食文化の振興をはじめとする文化政策の対象拡大

②文部科学省設置法改正法の施行（平成30年10月1日）
・ 文部科学省及び文化庁の任務として、文化の振興に加え、

文化に関する施策の総合的な推進を位置付け

予算 ： 1,082億円（平成30年度）→ 1,167億円（令和元年度）
定員 ： 231人→253人（平成30年10月～）



• 地方創生の拠点として､地方大学を振興

• 同時に東京の23区の大学定員を抑制



地方大学の振興

33出典：まち・ひと・しごと創生本部HP



• こうした中、特に地方は観光等で､

かなり活気を取り戻した



年度別訪日外客数



地方創生の特徴的な取組事例

36出典：内閣府HP（交付金を活用した地方創生に係る特徴的な取組事例）



地方公共団体改革

地方の市町村は、その存続あり方を考えなけ
ればならない事態に

⇓

では2040年の地方自治体をどうすべきか



2040年頃にかけて地方自治体が迎える危機
＜平成３０年４月 自治体戦略２０４０構想研究会 第一次報告＞

１ 若者を吸収しながら老いていく東京圏と支え手を失う地方圏
→ ○ 入院・介護ニーズ増加率が最大の東京圏に、医療介護人材が地方から流出の恐れ

○ 東京圏に子育ての負担感に繋がる構造的要因→少子化に歯止めがかからない恐れ
○ 地方圏で、東京からのサービス移入に伴う資金流出が常態化
○ 中山間地域等で、集落機能の維持、耕地・山林の管理がより困難に

２ 標準的な人生設計の消滅による雇用・教育の機能不全
→ ○ 従来の世帯主雇用モデルがもはや標準とは言えない

○ 就職氷河期世代で経済的に自立できない人がそのまま高齢化すれば社会のリスク
になりかねない ニート 引きこもり

○ 若者の労働力が減り、公民の枠を超えた人材確保が必要
○ 教育の質の低下→技術立国として国際競争での遅れに繋がる恐れ

３ スポンジ化する都市と朽ち果てるインフラ
→ ○ 多くの都市で「都市のスポンジ化」が顕在化（放置すれば加速度的に都市の衰退へ）

○ 東京圏への過度の集中は、首都直下地震発生時のリスクに
○ 高度経済成長期以降に整備されたインフラが老朽化し、更新投資が増加

38

● 2040年頃にかけて迫り来る我が国の内政上の危機



地方の危機

1 東京圏は高齢化 地方圏は人が居なくなる

2 非正規労働、ニート、引きこもりなどキャリアを
積めない労働者が増える中で、人材の質が低下

3 空き地、空き家の目立つ都市では成長期に
造ったインフラの寿命が迫る



地方自治体はどうすべきか
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＜平成３０年７月 自治体戦略２０４０構想研究会 第二次報告＞

１ スマート自治体への転換
○ 破壊的技術(AI・ロボティクス等)を使いこ

なすスマート自治体へ
・ 従来の半分の職員でも、自治体が本来担う

べき機能を発揮できる仕組みへ
・ AI等ができる事務作業は全てAI等で自動処

理するスマート自治体への転換

○ 自治体行政の標準化・共通化
・ 標準化された共通基盤を用いた効率的な

サービス提供体制へ
・ 重複投資を止める仕組み。情報システム等

の標準化・共通化

２ 公共私によるくらしの維持
○ プラットフォーム・ビルダーへの転換

・ 新しい公共私相互間の協力関係を構築
・ 必要な人材・財源が確保できるよう、公によ

る支援や環境整備

○ 新しい公共私の協力関係の構築
・ 全国一律の規制を見直し、シェアリングエコ

ノミーの環境を整備
・ 組織的な仲介機能

○ くらしを支える担い手の確保
・ くらしを支えるために働ける新たな仕組み
・ 法人化等による地縁組織の基盤強化

● 人口縮減時代のパラダイムへ転換が必要

新たな地方自治体行政の基本的考え方 1/2

41



新たな地方自治体行政の基本的考え方 2/2
＜平成３０年７月 自治体戦略２０４０構想研究会 第二次報告＞

３ 圏域マネジメントと二層制の柔軟化
○地方圏の圏域マネジメント

・ 行政のフルセット主義から脱却。圏域単位で
の行政をスタンダードに

・ 広域的な課題への対応力（圏域のガバナン
ス）を高める仕組み

・ 個々の制度に圏域をビルトイン

○ 二層制の柔軟化
・ 都道府県・市町村の二層制を柔軟化
・ 都道府県が市町村の補完・支援
・ 都道府県・市町村の垣根を越えて、専門職

員を柔軟に活用

４ 東京圏のプラットフォーム
○ 三大都市圏それぞれの最適なマネジメン

ト手法
・ 広域連携が進んでいない東京圏で、近隣市

町村との連携・スマート自治体への転換
・ 地域毎に最適なマネジメント手法の枠組み

を考える

○ 東京圏のプラットフォーム
・ 圏域全体で負担の分かち合いや利害調整

を伴う合意形成を
・ 国も含め、圏域全体でマネジメントを支える

ようなプラットフォーム

42



少子高齢化時代の自治体は

1 スマート化 ＩＯＴ ＡＩ ロボット

ソサエティー5.0社会の実現

2 自治体と市民の共同、個人の能力の最大限の
活用

3 新しい広域行政の確率と行政組織の柔軟化



「Society5.0時代の地方」へ②

性 別 女

年 3月31日まで有効

（裏面
）

マイナンバー制度の徹底活用
○マイナンバーによる情報連携で、行政への提出 書

類を省略できる手続を大幅に拡充
・H29 .11月～ 約850手続 ⇒ H30.10月～ 約1,200手続

⇒ 今後、年金関係の約1,000手続を順次運用開始

・戸籍関係情報を情報連携の対象に加えるための戸籍法の一部 改
正案の国会提出

○マイナンバーカードの健康保険証としての活用、 消費
活性化策のプレミアムポイント付与を見据えた 普及拡
大

住 所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号 マイナンバーカードは
氏 名 番号 花子

平成元年 3月31日生 2025

Society5.0時代の□□市長

1234 5678 9012

氏 名 番号 花子

必須ツール平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF 1234

○マイナンバーカード・マイナポータルを活用し、 住民目
線のオンライン行政サービス提供を推進
・電子申請・電子本人確認、手数料の電子納付
・ワンストップサービス（子育て、介護、引越）
・プッシュ型サービス

地方税務手続のデジタル化の推進 【地方税共通納税システム】

・・・

納税者

地方団体A

地方団体B

地方団体C

○ 納税者の利便性の向上と地方団体の課税事務の
効率化を図るため、地方税共通納税システム
（eLTAXの機能の一つ）を円滑に稼働（本年10月） さ
せ、申告から納付までの手続をオンライン化。

○ 今後も、全国共通の電子インフラであるeLTAX等
を活用して、地方税務手続のデジタル化を推進。

申告

電子的な納付書の発行

支払操作

納付情報

納付

スマート自治体の推進

○職員の業務量が多いボリュームゾーンに対してＡＩ・ ＲＰＡ等

のＩＣＴ活用を推進するとともに、システム標 準化・共同化(自

治体クラウド)、行政手続のオンライン化を 通じて業務効率化を

推進
（参考）人口７万程度の市における事務量の多い事務分野における業務量

子ども・子育て 申請 入力
審査

受付 等

税務

高齢者・介護 AI・RPAとシ
ステムによ

申請手続
り自動化

のオンラ （

時間）

イン化

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000
90,000

申請受付 相談等 入力 確認 帳票作成 データ抽出/加工 審査等 公布/通知

徴収、支払 書類整理 連携 訪問、調査 統計/集計 問い合わせ 会議/イベント 事業計画等

施設管理 その他
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AIを活用した住民サービスの充実（岡山県和気町）

○ AIチャットボットを導入し、24時間いつでも対応が可能となり、業務の効率化が進められる。

○L INEや町のホームページ上で動作しているため、全国の移住希望者の方が、知りたいときにいつでも和気 町の情
報を入手することができる。

課 題

○ 「わけまろくん」の導入前は、様々な問い合わせに対して、担当職員が直接応対をしていた。担当者不在の場合や業務時間 外には、

対応が不十分となってしまう時もあった。

取 組

○AIチャットボットを自動会話プログラム「わけまろくん」として活 用。（総合的
な内容を回答できる自動会話プログラムを全国で初めて 導入。）「わけま
ろくん」は、LINEや町のホームページ上で動作す る対話形式のサービス
で、利用者が和気町のことを質問すると情報を 自動で案内する。

成 果

○ 問い合わせ窓口が担当部署ごとに分かれていた情報を一つにまと
めることができ、利用者が情報を簡単に入手できるようになった。

○また、AIをインターネットと連携させることで、業務時間にとらわれるこ
となく問い合わせが可能になる点も期待される。

パソコン用Web画面イメージ

LINE用画面イメージ

和気町マスコットキャラクター「わけまろくん」

本格導入



ＡＩによる道路管理 （千葉県千葉市）

取 組

【新機能】機械学習による道路損傷の自動抽出

Copyright(C) 2017 Sekimoto lab Institute of Industrial Science, University of Tokyo

【新機能】作業に必要な資源の最適量をシステムにより自動算出

〇従来の「ちばレポ※」にあった、市民協働での道路管理に加え、車載カメラで撮影した画像から道路舗装の損傷を 機械学習に

より、自動抽出する機能を追加。

〇 車両の最適資源配分等の機能を組み込んだ「MyCityReport」を開発・実証。全国の地方自治体への展開を目指す。

成 果

○ より効率的な道路管理及び、職員の業務量（1回あたり20時間程度（4人×5時間））の削減が期待。

〈Ｍｙ City Report〉

※NICTから東京大学が受託して実証事業を実施（研究開発予算: 平成28年度から３年間で総額6,800万円）

○ これまでは、市内で点検・補修が必要な道路の画像を、市の専門職員が損傷判定。
○専門職員の損傷判定結果を機械学習することにより、画像から路面の損傷程度をＡＩが自動分類する研究 を実施。

道路管理の省力化を実現。

課 題

〇職員が毎週１回、千葉市内約3,300㎞のうち約400㎞を、約４人の職員で3時間程度パトロール。（別途、毎月１回、 夜間に2人の

職員で2時間程度実施）帰庁後は、道路損傷の発見、損傷程度の判定・補修の優先順位付けの作業を、

約2時間かけて実施。

※ ち ば レ ポ ： ス マ ホ のア プ リ
。 市民が地域の困りごとを投稿し、市民間や市役所と共有することで、効率的・合理的に解決する仕組み

実証実験



ＲＰＡによる自治体業務の省力化（熊本県宇城市）

ＲＰＡ（Robotic Process Automation）を活用し、 平成29年度は「ふるさと納税」と「時間外申請（時間 外勤務手当計
算）」の業務について実証、平成30年度は本格導入によってＲＰＡによる自動化範囲を拡大。

※基本的には、システムへの入力とシステムからの出力（データ作成）であるが、住民異

動では、職員を補助・支援するＲＰＡの構築を実施。

ＲＰＡ導入による業務削減（試算）

成 果

○ 年間約1700時間の削減効果を見込んでいる。
○ 削減できた時間をほかの業務時間に充てることで、住民サービスの向上を 図る

。

○ 入力ミスや手戻りを防ぐことができ、業務改善につながる。

課 題

○ 「職員給与」・「会計」においては、担当課が作成したエクセルデータをシステム入力への活用

○ 「ふるさと納税」において、ネットワーク強靭化によるデータ処理に係る作業時間の増加

○ 「後期高齢」・「水道」においては、システムから必要な情報を取得し、人手でエクセルデータを作成

取 組

○ 職員給与、ふるさと納税、住民異動、会計、後期高齢、水道の６分野の作業を自動化し、 職員の

作業負担軽減を目指す！

実証実験説明会の様子

平成29年度業務改革モデルプロジェクト実施団体: 約1 ,400万円 平
成30年度一般財源

本格導入



• 住民の協働による、地域組織の再構築



49出典：第32次地方制度調査会第24回専門小委員会資料３

地域運営組織の事例



コミュニティ・コンビニ事業～京都版小さな拠点～

支
所

支所

役所機能

空きスペース

買い物

郵便局

ＡＴＭ

集落
集落

集落

◆拠点地域における諸機能がバラバラ
に点在しており、生活への負担が大

◆生活に必要な機能が不足
課題

全体イメージ図 拠点の概要

○「総合型」
⇒４拠点で、小さな拠点の京都
モデルづくりを目指し、機能の
ワンストップ化に必要な拠点
の整備に要する経費を支援

○「活力再生型」

拠点改修経費
補助率1/2 上限20,000千円

○拠点を中心とした周辺地域の新
交通システムの確立や、金融機
関・コンビニ等の民間企業の参画
を支援
⇒市町村から参画企業へ補助

(地域と企業の協定等が必須）

ハード・ソフト経費
補助率1/3 上限10,000千円

市町村への支援 民間への支援

【人の配置】
○拠点において地域と企業が連携して行う持続可能なサービス（買い物サー
ビスや地域 交通サービス等）の構築と運営

非常勤府職員（公共員）を配置（月額11万円）

【運営支援】
○拠点運営プランの策定を支援

整備支援 民間の参画

公共的
サービス機
能

高齢者支援

子育て支援

等

金融・郵
便 機
能

買い

物

機能

交通・物
流 機
能

取組後 生活に必要な機
能 を一拠点
で

買い物

支所

郵便

役所機能

銀行

デマンドタクシー
＋配達

（交通・物流）

効果
◆拠点を中心とした周辺地域の新交通

シ ステムと拠点へのワンストップサー
ビス で利便性が向上

人への支援

運営サポート



① 新しい広域行政の確立
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連携中枢都市圏

52

及び は、中心都市となり得る都市

うち、 は、県庁所在地

①地方圏の指定都市、新中核市(人口20万以上)
②昼夜間人口比率１以上

→ 全国で６１市が該当

● 連携中枢都市圏構想の３つの役割
① 圏域全体の経済成長の牽引
② 高次の都市機能の集積・強化
③ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上（生活機能の強化、

結びつきやネットワークの強化、圏域マネジメント能力の強化）

：三大都市圏

※平成３１年４月１日現在、３４市（３２圏域）が連携中枢都市圏
を形成（近隣市町村を含めた延べ市町村数：３０４）



水道事業の広域化・民営化

53出典：総務省HP

● 水道事業の現状と想定される課題
①経営環境の急速な悪化

・ 急速な人口減少により、2065年には有収水量がピーク時の約４割減に
・ 老朽化対策と災害対策に伴う更新需要の増大

②職員数の減少による専門人材の確保等の組織体制の強化

＜平成３０年１２月 「水道財政のあり方に関する研究会」報告書（概要）＞

● 今後の具体的な取組方策
①「広域化推進プラン」による広域化の推進

・ 市町村の区域を越える広域化は、幅広い効果を期待できるため、多様な取
組を推進する必要

②適切なアセットマネジメントに基づく着実な更新投資の促進



今後の課題



③ 格差是正には地方の努力だけでは限界
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関西の高速鉄道網の課題
 東海道、山陽のみの新幹線ネットワーク

 高速鉄道空白地域：京都府北部

■基本計画線の進捗状況

高速鉄道
空白地

基本計画 整備計画 事業状況

首
都
圏

中央新幹線 S48.11.15 H23.5.26 工事中

東北新幹線 S46.1.18 S46.4.1 事業完了

上越新幹線 S46.1.18 S46.4.1 事業完了

基本計画 整備計画 事業状況

関
西
圏

北陸新幹線 S47.7.3 S48.11.13 工事中

山陰新幹線 S48.11.15 未策定 ―

四国新幹線 S48.11.15 未策定 ―

高速鉄道ネットワークの現状
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1 東京中心の高速鉄道網

2 地方の高速道は途切れ途切れ

3 港湾機能は東京、横浜・大阪、神戸に集中

4 パイプラインも太平洋側中心

⇓

日本海側の発展軸の欠如が問題



高速道路網の現状

鳥取

豊岡

宮津
ミッシングリンク

の存在

高規格幹線道路網の空白地帯は、

日本全国で３か所、その他にもルー
ト未決定区間有

復興道路として
事業実施中

事業実施中

山陰近畿自動車道

日本海側唯一の

高規格幹線道路網
の空白地帯

山陰自動車道
（三隅～益田）延長93k
うち、ルート未決定38K

四国横断自動車道
（内海～平田）延長37k
うち、ルート未決定29K

出典：国土交通省HP

（図：平成30年4月1日時点）



太平洋側に偏在する港湾施設

59出典：数字で見る港湾2016、日本の港湾2015に基づき京都府作成

港　名
ガントリー

クレーン基数
岸壁延長

(ｍ)
ターミナル
面積(ha)

都市圏経済
規模

(域内GDP 兆
円)

上　　海 60 5,600 437 53.5
シンガポール 87 7,900 335 33.8

釜　　山 74 8,350 470 29.4
青　　島 67 6,563 469 18.1

神戸・大阪 53 8,180 277 67.8
東京・横浜 76 9,634 386 157.5

日本海側諸港 17 3,763 84 49.7



日本のエネルギーインフラの現状

60

● ガスパイプライン・LNG基地が太平洋側に偏在
● 国土強靱化、リダンダンシー確保の視点から、供給の多重化を進め全体最適な

ネットワーク供給接続性を高める必要がある

日本海側にはパイプライン
が未整備



• 急激に増える､外国人に地方の対応が

追いつかない



少子高齢化に伴う外国人労働者受入の問題

62
出典：法務省HP、文部科学省「外国人の受入れ・共生のための教育推進検討チーム報告」

＜平成３０年１２月 外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策＞

● 在留外国人は近年増加 （昭和60年：約８５万人 → 平成30年：約２７３万人）
外国人労働者数も急増 （平成20年：約４９万人 → 平成30年：約１４６万人）
平成３１年４月には新たな在留資格も創設され、将来的には、家族帯同による外国人の
子どもを含む更なる増加も見込まれる。

● 外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた取組とともに、外国人との共生社会の実
現に向けた環境整備の推進が急務

○ 外国人との共生社会の実現に向けた意見聴取・啓発活動等
○ 生活者としての外国人に対する支援（医療等生活サービス環境の改善、外国人児童生徒の教

育等の充実等）
○ 外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた取組 ○ 新たな在留管理体制の構築

◆外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策の充実に向けた方向性（令和元年６月）

○ 外国人材の円滑かつ適正な受入れの促進（特定技能外国人の大都市圏等への集中防止策等）
○ 共生社会実現のための受入環境整備
○ 留学生の在籍管理の徹底・技能実習制度の更なる適正化
○ 留学生等の国内就職等の促進

→ 令和元年末の改訂に向け、喫緊の課題を中心に内容を充実

○ 第２期における新たな視点の１つに、外国人を含め誰もが居場所と役割を持ち、活躍できる地域
社会の実現が盛り込まれた。

＜まち・ひと・しごと創生基本方針2019（令和元年６月２１日閣議決定）＞



世界との大交流がこうした状況を
打開する
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我が国港湾への外貿定期コンテナ航路（韓国）

64出典：国土交通省港湾局調べ

（令和元年5 月1 日時点）

港湾 便/週 港湾 便/週 港湾 便/週 港湾 便/週 港湾 便/週 港湾 便/週

東京 11.0 苫小牧 4.0 伏木富山 2.0 福山 5.0 今治 4.0 川内 2.0

横浜 10.0 石狩湾新 1.0 金沢 6.0 広島 10.0 三島川之江 9.0 志布志 5.0

川崎 1.0 八戸 2.0 敦賀 2.0 徳山下松 8.5 高知 1.0 合計 226.6

名古屋 11.0 仙台塩釜 2.0 清水 4.0 大竹 2.0 伊万里 3.0

四日市 3.0 秋田 2.0 三河 3.0 岩国 2.5 長崎 3.0

大阪 9.0 酒田 2.0 舞鶴 3.0 宇部 1.0 三池 2.0

神戸 9.0 鹿島 1.0 和歌山下津 0.6 三田尻中関 2.0 八代 3.0

下関 1.0 千葉 2.0 境 5.0 徳島小松島 3.0 熊本 3.0

北九州 16.0 新潟 4.0 浜田 2.0 高松 4.0 大分 3.0

博多 12.0 直江津 1.0 水島 11.0 松山 4.0 細島 4.0



• 地域間格差是正のラストピースは、

日本海側の交流圏の拡大



我が国の国際フェリー・RORO船ネットワーク
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出典：国土交通省「港湾の中長期政策「PORT2030」参考資料集」



外交旅客定期航路等の乗客数(外国人含)の推移

67出典：国土交通省HP クルーズ人口に関する資料

● 外交旅客定期航路等の乗客の大半が韓国航路の乗客

日韓主要
定期航路図



地方空港における国際航空ネットワークの展開

68出典：国土交通省「訪日誘客支援空港の認定等に関する懇談会」平成３０年度第１回フォローアップ会議資料



地方空港別における入国外国人数

69
出典：国土交通省「訪日誘客支援空港の認定等に関する懇談会」平成３０年度第１回フォローアップ会議資料



• 同じ問題に悩む、日韓の地方の交流が、

地域活性化や格差是正にとって、答えの

一つを示すことをお互いにもう一度考えていこう。



ご清聴ありがとうございました


